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取組の内容

真庭バイオマス発電所
（真庭バイオエネルギー、地域内売電）　

聞き書き甲子園（2002～現在）

なりわい塾フィールドワーク

特にナシ

地域の文化や風土に根差した、循環型の地域社会づくりと人材育成

地域を都市化するための活性化は目指さず、これからの理想的な社会の創造を目指します。　問題を抱えているのは大
都市であり、地方において持続可能な社会づくりに取り組んでいます。そのために、食料、水、エネルギー、医療、福祉、教
育、安全、経済、金融などの地域内循環系の確立が不可欠です。　地域内循環経済を大きくするには、地域住民によ
る価値づけ（価格決め、地産地消）と流通システムの構築といった関係性の再構築が不可欠であり、これらの試みを地域
住民と取り組んでいます。　同時にその社会を担う教育もとても重要です。学校教育の改変（高校魅力化など）だけでな
く、社会教育の拡充にも取り組んでいますが、その基盤は、すでに長年にわたって地域が育んできた地域コミュニティであり、
祭りや、お役などに他ありません。　そのような活動から、「里山資本主義」「なりわい塾」「おいでん・さんそんセンター」などが
生まれました。

国際協力事業団農業専門家としてパラグアイに赴任後、長崎オランダ村、ハウステンボスの取締役として企画、経営に携
わる。全国の高校生100人が「森や海・川の名人」をたずねる「聞き書き甲子園」の事業は今年度で20年目となる。岡山
や愛知では中山間地に移住するための「なりわい塾｣などを主宰し、森林文化の教育、啓発を通して、人材の育成や定
住、交流の促進など、地域づくりを手がける。岡山県真庭市では木質バイオマスを利用した地域づくり｢里山資本主義｣の
推進に努め、地域内循環経済の拡大と、それに伴う関係性の修復と拡大を司る（1998～現在）。明治の実業家・澁澤
栄一の曾孫。農学博士。世田谷区教育委員。國學院大學講師。公益財団法人真庭エスパス文化財団理事長。真
庭バイオエネルギー株式会社代表取締役。地域再生マネージャー。



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

「里山資本主義」は、岡山県真庭市においては、木質バイオマスの地域内循環により、エネルギー自給率
30.2％（重油換算で年間10億円以上の地産地消、ＣＯ2換算で35万トン／年）を達成。　　　　　「なりわい
塾」は、豊田市の中山間地域、真庭市、若狭町、郡上市石徹白などで10年以上にわたり開催し、300名を
超える卒塾生の多くが地方に定着し担い手として活躍中。　　「おいでん・さんそんセンター」は、豊田市の中山
間地で、地域活性化、定住促進の中間支援組織として定着し多くの成果が生まれています。　　（いずれも詳
しくはホームページ参照）

地域住民相互、地域の担い手、地域の自然と人の暮らし、祖先（祖霊）と現代、そして未来の担い手である
子供世代、など「関係性」の修復と構築に尽きます。

地方創生は、経済創生ではなく、社会創生です。



○参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

6次産業化 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 ○ 分散型エネルギーシステム

地域中核企業等の支援 その他

○ その他 木質バイオマス

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策

集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

地区防災計画 インバウンド対応

BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 DMOとの連携

避難所運営 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 その他

滞在・活動の場づくり 起業・事業承継等支援

地域おこし協力隊の推進 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 地域おこし協力隊の推進

その他 ○ その他 移住・定住者の育成と支援

その他 その他

働き方改革 ふるさと教育

子どもの貧困対策 ○ 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

官民連携（PPP・PFI） メディア活用策

自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） 地域ブランディング

住民参加 その他

○ その他 地域経営

メールアドレス juichi〔アットマーク〕office.email.ne.jp

共存の森ネットワーク https://www.kyouzon.org/

おいでん・さんそんセンター https://www.oiden-sanson.com/

豊森なりわい塾 http://www.toyomori.org/


	HP掲載用個票レイアウト

